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２０２２年３月９日発行 
 

第５４号 （通巻５７１号） 
 

ＪＲ東日本労働組合新潟地方本部 
発行者：星山 圭  編集者：教育・広報部 http://niigatachihon.yukigesho.com/ 

 
 

■ 申１２号申し入れ項目 ■ 

１．部外協議に関して計画担当者と業務事務担当者が行っていた業務につい

て、施策実施後の現場での取り扱いについて明らかにすること。 

２．施策実施により事務担当者がいなくなる職場における年平均での部外協

議の実績件数を明らかにすること。  

３．事務担当者が行っていた業務のうち、施策実施後も引き続き現場におい

て継続される業務を明らかにすること。  

４．事務担当者が行っていた部外協議以外の業務について、施策実施後の取

り扱いを明らかにすること。 

５．回答は２０２２年３月２５日までに行うこと。 

２０２２年２月２日新潟支社より「現業機関における体制の見直しについて」提案を

受けました。その内容は設備系統の現業機関のうち、事務職が主体となって部外協議を

実施している箇所において、事務職が担う業務を企画部門へ集約することなどにより、

事務職の体制見直しを行うとしています。 現場で行 

われていた事務業務が変更されることにより、部外 

協議に関する業務のみならず、社員の労働環境にも 

大きく影響を与える施策であるとの声が職場からは 

上がっています。 

東日本ユニオン新潟地本は今回の体制見直しによ 

りＪＲ労働者の労働環境が悪化することのないよう 

に、不明な点について申１２号を提出し解明を求め 

ました。 
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